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IFRSを基軸とするイギリス会計規制の概観
齊　野　純　子
Ⅰ．はじめに
　わが国では，IFRSとのコンバージェンスが進められるなかで，アドプションの是非をめぐ
る議論が行われた結果，IFRSをアドプションするのではなく，任意適用を推進するとともに「修
正国際会計基準」（いわゆる日本版IFRS）を公表することが決定された。本年７月31日には，
修正国会計基準の公開草案第１号「のれん」および第２号「その他の包括利益」が公表され，
寄せられたコメントが現在審議に付されている。
　その一方で，修正国際会計基準に対して，批判的見解が示されている。「（IFRS）の任意適
用をどう拡大させていくかが大事。少なくとも４つ目の基準はいらない」（自民党塩崎政調会
長代理（当時））（日本経済新聞朝刊，2014年７月24日付），「日本版IFRSはIFRSではなく，日
本基準の枠内の会計基準だと認識している」（鶯地隆継IASB理事）（日本経済新聞電子版，
2014年６月５日付）といった声が聞かれるなか，任意適用企業は増加しており１），修正国際会
計基準が定着するまで，IFRSに如何に対応かをめぐっては，なお議論の余地があるといえる。
　こうしたわが国における展開と異なり，イギリスでは一貫して，IFRSを基軸とした会計基
準の整備が行われてきた。イギリスでは2005年以降，他のEU諸国と同様に，IFRSに基づいた
連結財務諸表の作成が義務付けられているが，これに先行して，自国における「一般に認めら
れた会計実務」（Generally Accepted Accounting Practices；以下，UK GAAP）の改革に着
手した。UK GAAPとは当時，会社法における会計および開示規定，「標準的会計実務書」
（Statements of Standard Accounting Practice：SSAP），「 財 務 報 告 基 準 書 」（Financial 
Reporting Standards：FRS）， 緊 急 問 題 専 門 委 員 会（UITF） に よ る 摘 要 書（UITF 
Abstracts），「小規模企業に対する財務報告基準書」（Financial Reporting Standards for 
Smaller Entities：FRSSE），ならびに特定業種を対象とした「実務勧告書」（Statements of 
Recommended Practice：SORPs）によって構成されていた。
　今回の改革によって会計基準の大幅な改廃が行われた結果，新たなUK GAAPが編成され，
１）東京証券取引所によれば，2014年10月17日現在，IFRS採用企業は37社，採用予定企業は９社となっている。
http://www.tse.or.jp/listing/ifrs/list.html.
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2015年１月１日以降に会計年度が開始する企業に対して適用されることが決まっている２）。
　すでに述べたように，UK GAAPの特徴は，IFRSを基軸として整備されている点にある。
その一方で，完全にIFRSに準ずるのではなく，一部では会社法および税法の規定に配慮した
規定が設けられている。こうした特徴は，IFRSへの対応のあり方がいまなお問われているわ
が国に対して，少なからぬ示唆を提供すると思われる。この点に，UK GAAP改革を素材とす
る制度研究の意義を見出すことができる。
　本稿では，当該研究の一環として，イギリスの会計規制にIFRSがどのように取り込まれて
いるのかを明らかにすることにしたい。
Ⅱ．イギリス会計規制によるIFRSの適用
１．ロンドン証券取引所におけるIFRS適用
　イギリスでは，その企業の資金調達市場がEU域内の規制市場（regulated market）（以下，
EU規制市場）であるか否かによって，適用される会計規制が異なる。EU規制市場に該当する
市場は，EU指令およびEU規制の影響を受けるため，当該市場において資金調達を行う企業に
はIFRS（いわゆるEU版IFRS）が適用される。
　ロンドン証券取引所（London Stock Exchange：LSE）は，EU規制市場に該当し，（１）
FTSE100３）に該当する大企業が上場している主要市場（main market）と，（２）中小会社や
新興企業を対象とした代替投資市場（Alternative Investment Market：AIM）の２つがある４）。
　たとえば，ロンドン証券取引所の主要市場に上場し，かつイギリス国籍である会社は，連結
財務諸表の作成にあたってEU版IFRSを適用することが義務付けられている。また，AIMの登
録会社は，それがヨーロッパ経済領域（European Economic Area：EEA）の国において法人
化された会社であれば，EU版IFRSが適用される（ただし，当該会社が親会社でない場合，
EU版IFRSと設立国の会計諸規定の選択適用が可能である）。EEAにおいて法人化されていな
い会社であっても，EU版IFRSを適用することは可能であるが，EU版IFRSを適用しない場合
には，つぎのいずれかの基準を選択しなければならない（LSE ［2014］, par.19）。
　　・US GAAP
２）UK GAAPの改革は現在も継続されており，少なからぬ公開草案が公表されている。詳細は，つぎを参
照 さ れ た い。https://www.frc.org.uk/Our-Work/Codes-Standards/Accounting-and-Reporting-Policy/
The-future-of-UK-GAAP/On-going-Projects.aspx.
３）FTSE100とは，LSEに上場する銘柄のうち時価総額の上位100銘柄によって構成される株価指数をいう。
FTSEに関する詳細は，http://www.ftse.com/index.jsp を参照。
４）中小会社向けの証券市場には，AIMのほかに，ICAP Securities and Derivatives Exchange（ISDX）が
あり，EU版IFRSまたはUK GAAPの選択適用等が認められている（KPMG／あずさ監査法人編［2014］，
18－19頁）。ISDXについては，http://www.isdx.com/default.aspx を参照されたい。
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　　・カナダにおけるGAAP
　　・オーストラリア版IFRS（オーストラリア会計基準審議会が公表）
　　・日本におけるGAAP
　以上の内容を整理すれば，図表１のとおりである。
図表１　ロンドン証券取引所におけるIFRS適用
ロンドン証券取引所
市場の種類
主要市場 AIM
国内会社 海外会社 EEA設立 EEA外設立
連結財務諸表 EU版IFRS
EU版IFRSまたはそ
れと同等のGAAP
EU版IFRS
EU版IFRSまたはそ
れと同等のGAAP
LSE ［2014］, par.19 およびKPMG／あずさ監査法人編［2014］，19頁に基づいて作成。
２．イギリス会社法に基づくIFRS適用
　イギリスの上場会社（quoted company）は2005年以降，他のEU諸国におけるそれらと同様
に，連結財務諸表の作成にあたってEU版IFRSを適用することが義務付けられている。イギリ
ス会社法上，上場会社は，その株式がLSEに上場していなくてもEEA加盟国内，またはニュ
ーヨーク証券取引所もしくはナスダック市場で取引されていれば，上場会社とされる（2006年
会社法第385条 （2））。
　イギリス会社法によれば，一定の親会社の連結財務諸表（group accounts）は，IAS規制第
４条（Article 4 of the IAS Regulation）５）によって，国際会計基準（international accounting 
standards：IAS）に準拠して作成することが要求されており（2006年会社法第403条 （1））６），
連結財務諸表の資産，負債，財政状態，および損益について真実かつ公正な概観（true and 
fair view）を示すことが要求される（同法第393条 （2））。ここにいうIASは，EU版IFRSをさし
おり，IASBの前身である国際会計基準（IASC）によって設定・公表され，現在も有効である
「国際会計基準書」（IAS）を意味するものではない。
　一方，個別財務諸表を作成するにあたっては，2006年会社法第396条の規定とIASの選択適
用が認められている（2006年会社法第395条 （1））。前者の2006年会社法第396条の規定とは，「国
務大臣によって作成される規定」（同法第396条 （3））であるが，実質的には国務大臣から権限
を委譲された者が設定する規定を意味している。これは，財務報告協議会（Financial 
Reporting Council：FRC）体制によって設定・公表されるFRSを中心とする会計基準であり，
会社法第464条に規定されている標準的会計実務（standard accounting practice）に該当する
（FRC ［2014］, p.10）。なお，個別財務諸表に対しても，その資産，負債，財政状態，および損
５）ここにいうIAS規制とは，EU規制（EU Regulation）1606/2002をさす。
６）親会社以外の会社のグループ財務諸表は，2006年会社法第404条または国際会計基準に準拠して作成する
ことが可能である（2006年会社法第403条 （2））。
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益について真実かつ公正な概観を示すことが要求される（同法第393条 （1））。
　なお，会社法上，有限責任会社には公開会社（public company）と非公開会社（private 
company）がある（2006年会社法第４条）。公開会社は，株式や債券の発行による資金調達を
行うことが可能であるが，上場会社と異なる概念であり，公開会社であることがただちにEU
版IFRSの適用要件とはならない。LSEの主要市場に上場している会社は，会社法上の公開会
社であると同時に上場会社であるので，EU版IFRSに基づいて連結財務諸表を作成しなければ
ならない。これに対して，LSEに上場していない会社は，会社法上の公開会社であっても非上
場会社となるため，連結財務諸表の作成にあたってはEU版IFRSとUK GAAPの選択適用が認
められる（KPMG／あずさ監査法人編［2014］，28頁）。
図表２　イギリス会社法に基づくIFRS適用
連結財務諸表 個別財務諸表
適用される会計基準 EU版IFRS
EU版IFRS、またはUK GAAPの
選択適用
筆者作成。
Ⅲ　UK GAAP改革過程の概観
　前節までに明らかにしたように，EU版IFRSが適用される基準は，当該企業がEU規制市場
に上場しているか否かという点にあり，これに該当する会社は連結財務諸表の作成に際して
EU版IFRSに準拠しなければならない。一方，個別財務諸表を作成するにあたっては，EU版
IFRSを適用することが認められているが，これを選択しない場合にFRSを中心とする会計基
準すなわちUK GAAPが適用される。
　EU版IFRSが導入されて以来，UK GAAPに対して指摘されていた問題は，UK GAAPがEU
版IFRSと共通の枠組みをもたないまま混在している点であった。こうした状況を改善すべく，
FRCと当時の会計基準設定機関であった会計基準審議会（Accounting Standard Board：
ASB）が中心となってUK GAAPとIFRSとのコンバージェンスを行う作業に着手したが，結局，
UK GAAPをIFRSにコンバージェンスすることは最適な選択でないという結論に達している。
その理由は，（１）UK GAAPに膨大な改訂を施す必要がある，（２）IFRSが適用対象として
いない企業すなわち公的説明責任（public accountability）を負わない企業に焦点を当てた会
計基準が必要である７），などの課題が浮き彫りになったためであった。
　その後，引き続きFRCとASBを中心とする審議が行われ，つぎの一連の報告書が公表された。
７）当時，IASBでは，中小企業版IFRSの適用基準に公的説明責任概念を導入することを検討していた。結局，
支持を得られず，導入を断念するに至っている。（Reporting by Ronita Ram (Sydney University), at 
Konan University, May 2012.）こうしたIASBの動向がイギリスに影響を与えた可能性がある。
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　2009年８月，諮問資料「方針提案：イギリス会計基準の将来」（Policy Proposal: The 
Future of UK GAAP）が公表され，その翌年の2010年10月に「連合王国およびアイルランド
における財務報告の将来」（The Future of Financial Reporting in the UK and Republic 
Ireland）という包括的なタイトルのもと，公開草案第43号「財務報告基準の適用」（Application 
of Financial Reporting Standards）および第44号「中規模企業に対する財務報告基準」（Financial 
Reporting Standards for Medium-sized Entities; 以下，FRSMEと記す）が公表された。公開
草案第43号では，上場企業のみならず中小企業を適用対象とした抜本的な会計基準設定の改革
案が提示される一方で，第44号ではFRSMEの草案が示された。FRSMEは，中小企業版IFRS
を基礎にしているが，これを完全に採択したものではなく，会社法の会計規定や税務等と調整
が図られているうえに，EU版IFRSと一貫した修正が加えられていた。
　その後，両草案は改訂され，2012年１月に公開草案第46号「財務報告上の要求事項の適用」
（Application of Financial Reporting Requirement），および同第48号「連合王国およびアイル
ラ ン ド 共 和 国 に お い て 適 用 さ れ る 財 務 報 告 基 準 」（The Financial Reporting Standard 
applicable in the UK and Republic of Ireland）が公表された。公開草案第48号は，同第44号
と同様に，中小企業版IFRSを土台にして作成される一方で，これを完全に採択したわけでは
なく，会社法の会計規定や税務等との調整が図られているうえに，EU版IFRSとの一貫性を考
慮した修正が加えられていた。また，これらの草案に関連して，公開草案第47号「開示減免の
枠組み」（Reduced Disclosure Framework）があわせて公表されている。
　2012年11月，公開草案第46号がFRS第100号「財務報告上の要求事項の適用」として公表さ
れるとともに，第47号がFRS第101号「開示減免の枠組み」として公表されている。第48号は，
改訂案が2012年に公開草案として公表された後，2013年３月にFRS第102号「連合王国および
アイルランドにおいて適用される財務報告基準」として公表された。
　こうした一連の報告書の主要な論点は，（ⅰ）IFRSのアドプションをどのように行うか，（ⅱ）
UK GAAPの適用基準をどのように規定するか，の２点にあった。
　（ⅰ）については，一貫して「中小企業のための国際財務報告基準」（IFRS for Small and 
Medium Entities）（以下，中小企業版IFRS）を取り入れ，これを基盤としながら，必要な個
所については会社法や税法との調整を行っている。
　一方，（ⅱ）については，公開草案第44号において，適用基準として公的説明責任と企業規
模の２点が提示され，これに基づいて会計基準の適用企業が三層（three tiers）に分類された。
すなわち，公的説明責任を負う企業にEU版IFRSを適用する一方で，公的説明責任を負わず，
かつ小規模企業の基準に該当しない企業にFRSMEを適用することが提案された。また，小規
模企業には，FRSSEが適用されることとなった８）。
８）当時の状況は，河﨑［2011］において詳述されている。
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　企業は，自社が該当する階層より上位にある会計基準を適用することは認められるが，下位
の階層にある会計基準を適用することは認められない。公的説明責任を負わないが，小規模企
業以外の企業は，FRSMEではなくEU版IFRSを適用することはできるが，FRSSEを適用する
ことはできない。また，第１層と第２層の企業には，適格子企業（qualifying subsidiary 
undertakings）に対して開示規定の適用免除が認められていた（ASB ［2010］, par.9）。ここに
いう適格子企業とは，公的説明責任を負わず，その親企業が公的に入手可能な財務諸表（その
子企業を含む）を作成しており，かつ開示の免除について株主の反対がない子企業をいう（ASB 
［2010a］, pars.4 and 9）。
　なお，ここにいう公的説明責任であるが，企業は，つぎの場合に公的説明責任を負うとされ
ていた（ASB ［2010a］, SectionⅠ, par. 3）。
　（a ）公開市場において金融商品を発行するため，報告日時点で証券委員会もしくは他の規制
機関に財務諸表を提出しているか，または準備中である。
　（b ）広範囲に及ぶ外部関係者グループに代わって，その受託能力によって資産を保有して
いる。たとえば，銀行，保険会社，証券会社，年金基金，投資信託，または投資銀行な
どが，これに該当する。
図表３　公開草案第43号公表当時の会計基準改革案（三層構造）
階層 会計基準 適用企業 開示の免除
第１層 EU版IFRS 公的説明責任を負う企業 適格子企業
第２層 FRSME 公的説明責任を負わない企業 適格子企業
第３層 FRSSE
公的説明責任を負わず、つぎの基準を
満たす小規模企業
① 売上高6.5百万ポンド未満
② 総資産3.26百万ポンド未満
③ 従業員50名以下
出所：ASB ［2010a］， p.8. 引用者により一部加筆。
　その後，公表された公開草案第46号において公的説明責任概念の撤回が提案され，これに対
して寄せられたコメントにて当該提案が支持された（FRC ［2012B］, p.21）。また，第48号では，
公的説明責任をもつと考えられる企業のみならず，規制市場に上場している単一企業，非規制
市場に上場している企業を含むより広い企業グループへの適用が議論された（FRC ［2012b］, 
p.22）９）。
　結局，上述した公的説明責任概念は導入されず，それにともなって三層から成る財務報告シ
ステム案もあわせて撤回された。代わって，後述するように，小規模企業（または小規模グル
９）金融機関によって保有されている金融商品に関する開示の追加的な要求事項が取り扱われた（FRC 
［2012b］, p.22）。
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ープ）の要件がUK GAAPの適用基準に用いられることとなった。
　以上に述べた過程を整理すれば，図表４のとおりである。
図表４　UK GAPP改革に関わる協議および公表物
年月 協議または公表物
2002年 当時の通産省（DTI）がIAS規制（EU規制 1606/2002）の採用を審議
2004年 討議資料「IFRSとのコンバージェンスのための戦略」
2005年 公開草案「方針書：ASBの役割」
2006年 公聴会およびコメントの募集，Press Noticeの公表
2007年 諮問資料「中小企業版IFRS案」
2009年 諮問資料「方針提案：イギリス会計基準の将来」
2010年
公開草案第43号「財務報告基準書の適用」
　　　　第44号「中規模企業に対する財務報告基準」（FRSME）
2012年
公開草案第46号「財務報告上の要求事項の適用」
　　　　第47号「開示減免の枠組み」
　　　　第48号「連合王国およびアイルランドにおいて適用される財務報告基準」
FRS 第100号「財務報告上の要求事項の適用」 
第101号「開示減免の枠組み」
2013年 FRS第102号「連合王国およびアイルランドにおいて適用される財務報告基準」
出典：FRC ［2013］, Appendix Ⅴ, par. A5.1.
Ⅳ　新たなUK GAAPに基づく会計規制
１．財務報告基準書第100号，第101号，および第102号
　既述のとおり，UK GAAPは従来，会社法における会計および開示規定，SSAP，FRS，
UITF摘要書（UITF Abstracts），FRSSE，ならびにSORPによって構成されていた。しかし，
前節で示した改革を経て，従来の会計基準すなわちSSAP，FRS，およびUITF摘要書に加えて，
審議途中の段階にあった財務報告公開草案（FRED）が，すべて撤廃されることとなった（FRC 
［2012b］, pars.14 and 25）。
　その結果，新たなUK GAAPの中核として，つぎの３本のFRSが新たに公表された。また，
これにともなって，従来から存在するFRSSEの改訂が行われた。FRSSEは元来，小規模会社
を対象として，従来のSSAPおよびFRSを簡略化して作成された会計基準であるため，今回の
SSAPおよびFRSの撤廃にともなって，関連基準が改訂されている10）。
　FRS，改定後のFRSSEのいずれも2015年１月１日以降の会計年度に適用され，早期適用が
認められている。（FRC ［2012b］, par.10, and Application Guidance, par.13）。
　　　・FRS第100号「財務報告上の要求事項の適用」
10）FRSSEの改訂の詳細は，FRC ［2012b］, par.16を参照されたい。
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　　　・FRS第101号「開示減免の枠組み」
　　　・FRS第102号「連合王国およびアイルランドにおいて適用される財務報告基準」
　　　・FRSSE（改訂版）
　これらの基準が公表された後，2014年３月にFRS第103号「保険契約」が公表され，これに
よって既存の基準であったFRS第27号「生命保険」（Life Assurance）が撤廃されている。
　なお，FRSSEのほかに，SORPもまた，UK GAAPを構成する一基準として存続する。
SORPは，2009年に公表された「方針提案」のなかで，UK GAAP改革の一環として撤廃する
ことが提案されていたが，当該提案に対して多くの疑問が寄せられ，結局，撤廃は見送られた
（FRC ［2012b］, Application Guidance, par.21）11）。
　財務諸表の作成にあたって適用される具体的な要求事項を規定している会計基準は，FRS第
102号である。FRS第100号は，イギリスにおける財務報告上の要求事項すなわちFRSを中心と
するUK GAAPがどのように適当されるかを示したものであり，特定の問題を取り扱った会計
基準ではない。FRS第101号は，後述する適格企業（qualifying entity）がEU版IFRSを適用す
11）ASBの後身機関である会計審議会（Accounting Council）は，SORPをFRS第102号に基づいて更新する
よう提案を行っている（FRC ［2012b］, Application Guidance, par.22）。また，FRCによって，「実務勧告書
に関する財務報告協議会の方針および規範」（Policy and Code of Practice of the FRC on SORPs）が公表
され，2013年８月１日に発効している。
改革前のUK GAAP（旧） 改革後のUK GAAP（新） 
SORP 
FRSSE 
UITF摘要書
FRS（旧）
SSAP 
会社法の会計・開示規定
SORP 
FRSSE（改訂版）
FRS（新）
会社法の会計・開示規定
図表５　改革前後のUK GAAP
関連資料に基づいて筆者が作成。
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る場合の開示減免規定であり（FRC ［2012c］, pars 1 and 2），FRSSEが適用されない企業，ま
たはFRSSEの適用が可能であるが，これを選択しない企業を対象とした開示の要求事項を規
定している。
　こうした一連の新たなFRSは，連合王国およびアイルランド共和国における財務報告の要求
事項を規定しており，当該FRSの適用対象となる財務諸表は，FRSSEの適用対象外の企業の
それであるか，またはFRSSEの適用が可能でありながら，これを選択しない企業の財務諸表
である。この場合，当該財務諸表は，FRS第102号かEU版IFRSのいずれかに準拠して作成さ
れる。当該財務諸表が適格企業（qualifying entity）の個別財務諸表であるならば，FRS第101
号が適用される（FRC ［2012b］, par.（ⅳ））。
　この要求事項を適用するにあたって，つぎの２点を確認せねばならない。１つは，当該企業
がFRSSEの適用対象であるか否か，すなわち小規模会社であるか否かである。もう１つは，
当該企業が適格企業であるか否かである。
　まず，小規模会社（および小規模グループ）であるが12），これは，会社法において，つぎの
とおり定義されている（2006年会社法第382条および383条）。
図表６　小規模会社および小規模グループの定義
小規模会社（単体） 小規模グループ
つぎのうち最低２つの要件を満たすこと
①売上高6.5百万ポンド未満
②総資産3.26百万ポンド未満
③従業員50名以下
つぎのうち最低２つの要件を満たすこと
① 売上高6.5百万ポンド（純額）または 
7.8百万ポンド（総額）未満
② 総資産3.26百万ポンド（純額）または 
3.9百万ポンド（総額）未満
③連結従業員50名以下
　つぎに，適格企業とは，真実かつ公正な概観を提供することを目的として公表される連結財
務諸表に含まれている企業をいう（FRC ［2012c］, AppendixⅠ, Glossary）。たとえば，A社の
会計情報がその親会社であるB社の連結財務諸表に含まれている場合，A社は適格企業となる。
この場合，B社がEU版IFRSを適用するのであれば，A社は，会社法上の「企業グループ内の
財務報告の一貫性」（Consistency of financial reporting within group）（2006年会社法第407条）
に従ってEU版IFRSを適用するが，適格企業であるため，FRS第101号による開示減免規定を
受けることができる（KPMG／あずさ監査法人編［2014］，99頁）。FRS第101号は，上述した
ように，EU版IFRSを適用する場合の開示減免規定であり，FRSSEが適用されない企業，また
はFRSSEの適用が可能であるが，これを選択しない企業を対象とした開示の要求事項を規定
している。FRS第101号を適用しない場合，当該企業は，FRSまたはEU版IFRSのいずれかを
12）小規模企業に対する適用要件は，会社法第381条から第384条に規定されている。この点は，FRC ［2012b］
, Appendix Ⅱ, pars.A2.8 およびA2.12においても示されている。
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選択適用しなければならない。
　また，FRS第102号は，EU版IFRS，FRS第101号，またはFRSSEを用いない企業に対して適
用される（FRC ［2012b］, par.（ⅷ））。FRS第102号は，従来の会計基準をsingle volumeに置き
換えるために，「中小企業に対する国際財務報告基準」（いわゆる中小企業版IFRS）を基礎に
して開発された基準であるが（FRC ［2013］, p.227），必要に応じて会社法およびEU版IFRSと
の調整が図られている。
　たとえば，のれんの償却について，FRS第102号では原則として５年以内に償却するよう要
求される（FRC ［2013］, par.19.23（a））。一方，EU版IFRSではのれんを非償却とし，減損テ
ストの対象としているが，中小企業版IFRSでは償却期限を10年としている。こうした違いは，
FRS第102号が会社法との整合性を考慮したためであるとされる（KPMG／あずさ監査法人編
［2014］，122頁）。
２．概念フレームワーク
　上述した改革にともなって，イギリスの概念フレームワークである「財務報告原則書」
（Statement of Principles for Financial Reporting）もまた，撤廃されることとなった（FRC 
［2012b］, par.15）13）．「財務報告原則書」に代わって，現在IASBによって開発が進められてい
る「財務報告の概念フレームワーク」（the Conceptual Framework for Financial Reporting）
が導入される可能性があるが，現時点において，この点に触れた具体的な記述は関連資料に見
受けられない。
　一方，FRS第102号では，当該基準の基礎概念がセクション２「諸概念および基準全体にか
かる諸原則」（Concepts and Pervasive Principles）において示されているが，これはIASBに
よる概念フレームワークの要点を抽出した，いわば概念フレームワークの簡略版であるといえ
る。
　FRS第102号のセクション２では，つぎの項目が規定されている。
　　　・財務諸表の目的
　　　・財務諸表における情報の質的特性
　　　・財務諸表の構成要素の定義，認識，および測定
　　　・ 基準全体にかかる認識および測定の一般原則  
（pervasive recognition and measurement principles）
　　　・発生主義（accrual basis）
13）「財務報告原則書」には，公益企業を対象とした「財務報告原則書－公益企業を対象とした解釈－」
（Statement of Principles for Financial Reporting－Interpretation for public benefit entities），および「報
告に関する基準書：退職給付－開示」（Reporting Statement：Retirement Benefits－Disclosures）があるが，
これらもあわせて撤廃される（FRC ［2012b］, par.15）。
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　　　・財務諸表における認識
　　　・当初認識時の測定
　　　・二次測定（subsequent measurement）
　　　・相殺
　FRS第102号が中小企業版IFRSを基礎にしている以上，これらの定義は中小企業版IFRSに
おけるそれと大きく異なるところはない（FRC ［2013］, AppendixⅡ, p.291）。また，1989年に
当時の国際会計基準委員会（International Accounting Standard Committee：IASC）によっ
て公表された「財務諸表の作成と表示のためのフレームワーク」（Framework for the 
Preparation and Presentation of Financial Statements）と共通する点が少なくないが，これは，
中小企業版IFRSの基礎概念が当該フレームワークに依拠して作成されているためである。
Ⅴ　会計基準設定体制の改革
　上述した一連のUK GAAP改革とあいまって，イギリスでは会計基準設定体制の改組が行わ
れている。
　現在，イギリスの会計基準設定を担っているのは，FRCを中心とする体制（以下，新FRC
体制と称す）である。イギリスでは，1970年に会計基準委員会（Accounting Standard 
Committee：ASC）を基準設定主体とする体制（以下，ASC体制と称す）が発足し，以来20
年間にわたって会計基準設定を担ってきた。しかし，ASCによって設定・公表される会計基
準の規範性に限界があったことから，1989年の改革によって，ASC体制による会計基準設定
が抜本的に見直された。その結果，1990年にASCに代わる基準設定機関としてASBが設立され，
FRCがこれを支援する体制（以下，ASB体制と称す）が構築された。さらに，2002年には，
エンロンをはじめとする一連の会計不正事件を受けて，FRCを財務報告およびコーポレート
ガバナンスの統一規制機関とし，かつ当該体制の中核とする組織改編が行われた14）（以下，旧
FRC体制と称す）。
　2011年，職業技能省（Department for Business Innovation and Skills：BIS）は，FRSに対
して組織改編を行うよう提案した。旧FRC体制は，2011年にBISからの提案を受け入れ，再び
組織改編を実行した。当該提案ならびにこれに対するFRCの返答では，従来と異なり，FRC
の国際的影響力の強化および当該影響力の行使を介した国益の実現が強調されている15）。その
後，FRCは政府と協議を重ね，2012年７月に組織改編が行われた結果16），FRC理事会（FRC 
14）イギリスにおける会計基準設定機関の変遷については，拙著［2006］を参照されたい。
15）FRC ［2012a］, p.6.
16）2012年７月２日，FRCの組織改編ならびにFRCに対する法的効力の付与が議会によって承認された。
FRC ［2012a］, p.10.
関西大学商学論集　第59巻第３号（2014年12月）52
Board）を上部機関とする新たな体制が稼働することとなった。なお，1990年に発足して以来，
会計基準の設定・公表を担ってきたASBは，2012年の改組によって，その任務を終え，新た
に「会計審議会」（Accounting Council）が基準設定に携わることとなった。会計審議会は，
FRC理事会のもとに３つの委員会，すなわち「コードおよび基準委員会」（Codes and 
Standards Committee），「実行委員会」（Executive Committee），および「管理委員会」（Conduct 
Committee）のうち，「コードおよび基準委員会」の下部組織の１つである。当該委員会は，
会計審議会のほかに，「監査および保証審議会」（Audit and Assurance Council），「保険審議会」
（Actuarial Council）の審議会を有している。
　BISの提案に対する返答のなかで，FRCの課題として，つぎの５点があげられている（FRC 
［2012a］, pp.7-9）。
　　（ⅰ）FRCによる基準設定の品質および会計基準に関わるFRCの国際的影響力の維持
　　（ⅱ）適正なガバナンスの継続
　　（ⅲ）FRCと専門職団体（professional bodies）の役割の明確化
　　（ⅳ）行為（品質に問題のある監査など）に関する手続きおよび制裁
　　（ⅴ）FRCの活動範囲（非営利組織に対する規制）
　UK GAAP改革の方向を理解するうえで留意すべき点は，（ⅰ）および（ⅲ）である。
　（ⅰ）は，FRCの主要な目的とされている。FRC改組は，イギリスからの意見発信を強化
するうえで必要であるとされ，新たなFRC体制は，最も戦略的な問題に取り組み，優れた専
門的解決を図るだけでなく，高度なリーダーシップを発揮することが求められる。また，国内
のみならず，EUおよび国際的な場面で展開される基準設定をめぐる議論に対して影響力を行
使することが期待されている（FRC ［2012a］, p.7）。
　前節までに明らかにしたように，UK GAAPはIFRSを基軸とした改革が行われているため，
IFRSの改廃やIFRSをめぐる今後の議論がUK GAAPを通じて国内企業に少なからぬ影響を与
えることが予想される。それゆえ，とりわけ国外に向けて強力に意見発信を行う組織が必要に
なり，FRCの改組が行われるに至ったと考えられる。
　（ⅲ）に関連して，イングランド・ウェールズ勅許会計士協会（Institute of Chartered 
Accountants in England and Wales：ICAEW）をはじめとする会計専門職団体とFRCとの役
割分担を明確にすることが強調されている。会計専門職団体は，今回のFRC改組によって会
計基準設定における自分達の役割が縮小することに触れ，FRCの責任と会計専門職団体の役
割との関係を明記するよう要求していた（FRC ［2012a］, p.8）。これに対し，政府およびFRC
は結局，当該要求を受け入れず，今回のFRC改組はむしろ会計専門職団体の役割を向上させ
るものであり，重要な点は会計専門職団体からのFRCの独立性を高めることにあるとしてい
る（FRC ［2012a］, p.8）。こうした措置は，（ⅰ）の狙いを強化することに貢献し得ると思われる。
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図表７　会計基準設定体制の変遷
【ASB体制】
財務報告協議会
会計基準審議会
緊急問題専門委員会
財務報告審査会
出典：齊野［2006］，36頁。
【旧 FRC体制】
会計調査
懲戒審議
会
会計基準
審議会
緊急問題
委員会
監査実務
審議会
会計専門
監督機関
財務報告
審査会
コーポレー
トガバナン
ス委員会
評議会
（Council）
財務報告協議会取締役会
（FRC Ltd Board）
執行役（Executive）
出典：齊野［2006］，176頁17）。
17）体制発足当時は，つぎを参考にした。なお，当URLは現在，削除されている。http://www.asb.co.uk/
about/chart.cfm
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Ⅵ　むすびに代えて
　本稿では，イギリスにおいてIFRSがどのように取り入られているかを概観した。その結果，
明らかになったことは，つぎの点である。
（１） イギリス国内で適用される基準として，①EU版IFRS（EU規制対象企業の連結財務諸
表作成），②UK GAAP（FRSSEが適用されない国内企業の個別財務諸表作成），および
③FRSSE（小規模企業の財務諸表）の３つが存在する。
（２） これら３つの基準は，IFRSの基礎概念を共通の枠組みとしている。新たなUK GAAPは，
完全版IFRSではないものの，中小企業版IFRSを土台にして作成されており，FRSSEは
改革後のUK GAAPに基づいて改訂されている。中小企業版IFRSの基礎概念が完全版
IFRSを簡潔化したものであることから，UK GAAPとFRSSEはいずれも，IFRSの基礎
概念を共通の基盤としているといえる。
　今後，イギリスにおける会計規制は，IFRSの動向に大きく影響されることになる。会計基
準設定体制の改組は，IFRSの影響を見据え，IASBやEUに対する発言力を高めることを意図
【新 FRC体制】
財務報告協議会
理事会
管理委員会実行委員会
コードおよび基準
委員会
保険審議会会計審議会
監査および
保証審議会
財務報告
審査会
法廷
モニタリング
委員会
ケースマネジメント
委員会
出典：FRC, ＂FRC Structure＂, 
　https://www.frc.org.uk/About-the-FRC/FRC-structure.aspx.（2014年10月31日アクセス）。
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していると考えられる。
　しかし，本稿では，こうした一連の改革の根本に如何なる問題が存在したのか。すなわち，
今回の改革によって，如何なる問題が解消されると期待されているのか，また未解決の問題は
存在しないのか，当該改革がIFRSを基軸にして行われる意義は何か，明らかにするに至って
いない。今後，この点に関する議論を進めていく必要がある。
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